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基幹統計調査 一般統計調査

企
業

世
帯

法人土地・建物基本調査
（国土交通省・５年周期）
【次回：平成30年】

◆土地・建物の所有状況、面積、利用状況
及び１年間の取引等の実態について、企業を
対象に調査

今回の諮問対象

住宅・土地統計調査
（総務省・５年周期）

【次回：平成30年】

◆住宅の建築の時期、床面積及び土地の面積、利用
状況について、世帯を対象に調査
◆平成29年11月諮問予定（人口・社会統計部会に
付託）

土地動態調査
（国土交通省・年次）

◆都道府県別の土地の所有状況、面積、利用状
況及び取引等の実態について、企業を対象に調査

住生活総合調査
（国土交通省・５年周期）

【次回：平成30年】
◆居住環境を含めた現在の住まいに対する居住者
の満足度等を調査
◆住宅・土地統計調査の調査対象世帯から調査
対象を抽出

土地保有移動調査
（国土交通省・年次）

◆売買による所有権移転登記があった土地の購
入・売却代金・利用目的について、当該取引当事
者である個人、企業の買主・売主を対象に調査

構造統計 動態統計

動態統計

構造統計
構造統計



国土交通省土地・建設産業局
調査実施機関

我が国の法人における土地及び建物の所有及び利用並びに土地の取得状況等に関する実態を調査し、その現状を全国及び地域別
に明らかにすることにより、土地に関する諸施策その他の基礎資料を得るとともに、広く一般の利用に供することを目的とする。

調査の目的

【国土交通省 ‐ 報告者】
〔調査票Ａ〕
・ 会社法人（約34万法人）
・ 会社以外の法人（国所管のもの）（約8千法人）
〔調査票Ｂ〕
・ 資本金１億円以上の会社法人（約３万法人）

【国土交通省 ‐ 都道府県 ‐ 報告者】
〔調査票Ａ〕
・ 会社以外の法人（国所管以外のもの）（約15万法人）

調査系統

約49万法人（資本金１億円以上及び大土地所有法人は全数、それ以外は標本抽出）
（事業所母集団データベース、土地動態調査から母集団名簿を作成）

【内訳】・ 会社法人：約34万法人（うち資本金１億円以上の会社法人：約３万法人）
・ 会社以外の法人（社会福祉法人、学校法人、医療法人、宗教法人等）：約16万法人

報告者数

【調査票Ａ】（ストックに関する事項 ⇒ 法人が所有する土地・建物の状況を把握）
①法人について、②土地の所有状況、③建物の所有状況
【調査票Ｂ】（フローに関する事項 ⇒ 法人における１年間の土地の取得・売却等の状況を把握）
①土地の取得・売却などの有無、②取得・売却等した土地の面積等（全国計、都道府県別）

報告を求める事項

５年

調査周期

基準日：【調査票Ａ・Ｂ】平成25年１月１日現在
【調査票Ｂ】平成24年１月１日～平成24年12月31日

実施期間：【調査票Ａ・Ｂ】平成25年７月上旬～同年９月上旬

基準となる期日、期間・調査の実施期間

郵送・オンライン調査

調査方法

２



３

○ 国民経済計算（内閣府）の推計（非金融法人企業の支払賃貸料及び対家計民間非営利団体の受
取賃貸料の推計等の算定資料）の基礎資料

○ 我が国の建築物のうち、法人所有の建築物等について、用途別、構造別、竣工年別、都道府県別等に
床面積の総量（ストック量）を推計する「建築物ストック統計」（国土交通省）の基礎資料

他の統計の基礎資料としての利用

○ 土地税制改正（租税特別措置及び税負担軽減措置）要望等に当たっての土地の利活用等に係る分
析の基礎資料

○ 人口減少・少子高齢化に伴う低・未利用地の増加を踏まえた有効利用促進のための施策の基礎資料

行政上の基礎資料としての利用

○ 各種審議会、研究会等での基礎資料
○ 大学・研究機関・民間シンクタンク、専門誌等の文献・分析研究・レポート等

各種分析の基礎資料としての利用



４

１ 調査票の構成の見直し（調査票の分割）
前回調査において調査票Ａで把握していた「特殊な用途の土地」を、調査票Ｂとして分割。

（注） 「特殊な用途の土地」：電気業における「送配電施設用地、変電施設用地、発電所用地」、ガス業における「ガ
ス供給施設用地」、「道路用地」等をいう。

〔変更理由〕
・ 本調査事項は電気業やガス業等、特定の業種の企業に回答を求めることが念頭に置か
れているが、前回調査において調査票を統合したことにより、本来、回答の必要がなかった
企業も回答してきたため、記入の明確化を図るため再分割するもの

平成20年度
法人土地基本調
査（指定統計調
査）

【調査票Ａ】

土地の所有及び利用状況、
農地、林地の所有状況等

【調査票Ｂ】

特殊な用途の土地の所在
地、用途等

法人建物調査
（承認統計調査）

建物の所有及び利用状況
等

企業の土地取得
状況等に関する
調査（承認統計
調査）

取得及び売却の状況

土地の所有状況

平成25年度
法人
土地・
建物
基本
調査

（基幹
統計
調査）

【調査票Ａ】

土地の所有及び利用状況、
農地、林地の所有状況等

特殊な用途の土地の所在
地、用途等

建物の所有及び利用状況
等

【調査票Ｂ】

土地の取得及び売却の状
況

平成30年度
法人
土地・
建物
基本
調査

（基幹
統計
調査）

【調査票Ａ】

土地の所有及び利用状況、
農地、林地の所有状況等

建物の所有及び利用状況
等

【調査票Ｂ】

特殊な用途の土地の所在
地、用途等

【調査票Ｃ】

土地の取得及び売却の状
況

本調査の見直しの変遷



５

２ 調査事項の見直し
（１）調査事項の新設

・ 調査票Ａ
 「法人の名称」に法人番号を追加
 「土地の取得時期」において、土地の「今後の保有等予定」を新設
 「土地の利用現況」において、低・未利用地の実態を把握するため、「５年前の利用
現況」及び「転換予定」を新設

（２）選択肢の見直し
① 調査票Ａ
 「土地の利用現況」において、「医療施設・福祉施設」を追加、「工場・倉庫」を「工
場」と「倉庫」に分割
 「建物の利用現況」において、「医療施設・福祉施設」を選択肢に追加

② 調査票Ｂ（従来は調査票Ａの一部）
 「土地の用途」において、「水路用地」を選択肢に追加

（３）その他
・ 調査票Ａ
 報告者負担を軽減するための調査票様式の見直し

※ 調査票Ｃ（従来は調査票Ｂ）は特に変更はない。
※※ 上記調査事項の変更に伴い、集計事項にも変更が生じる。



前回答申時（注）の「今後の課題」と確認事項
（注）諮問第46号の答申 法人土地基本調査の変更及び法人土地基本統計の指定の変更（名称及び目的の変

更）について（平成24年12月21日付け府統委第114号）

６

１ 土地及び建物の利用状況の選択肢の分割や新設
３調査（注：法人土地基本調査（基幹統計調査）、法人建物調査（一般統計調査）、企業の土
地取得状況等に関する調査（一般統計調査））の統合により、土地と建物の結びつきが正確に把握で
きるようになることから、土地及び建物の利用状況の選択肢の分割や新設について、次回調査計画（平成
30年）の企画時期までに結論を得る。

２ パネルデータの作成
①パネルデータ（同一の対象を継続的に観察し記録したデータ）の政策への活用、②パネルデータ分析
の手法について、パネルデータの作成及びそれに基づく分析に知見を有する専門家から意見を聞くなどにより、
次回調査計画（平成30年）の企画時期までに結論を得る。

今回、報告を求める事項の変更を計画しており、対応が十分か確認する。
（なお、国土交通省は、今回の変更計画の内容の妥当性を検証するため試験調査を実
施していることから、その結果も併せて確認する。）

現在、平成25年の本調査と平成26年以降に実施した土地動態調査（一般統計調
査）の調査対象企業についてのパネル化を実施しているが、対応が十分か確認する。

確認
事項

確認
事項
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